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非一次同次生産関数

木　　藤　　正　　典

1　は　し　が　き

　カルドアとミードとによって唱えられた新古典派成長理論は，ソU－，スワ

ンを経て新開，宇沢等による二部門成長理論となり，以後この数年間に多くの

発展をなした①。それらの二部門成長理論では

　　（1）　1次同次生産関数

　　（2）完全競争

　　（3）限界生産力説による価格決定

が仮定されている。この3つの仮定の間には関係があり，生産関数が1次同次

関数であるが故に，生産物価額は生産要素に残りなく分配され，しかもそれは

生産費最小の条件を満足する。しかしながらダグラス型の生産関数が提唱され

て以来，生産関数が1次同次関数であるか否かに関しては，Cobb－Douglass

生産関数について多くの統計的研究が行なわれたが，近代的な生産方式におい

ては生産関数は1以上の同次性を持っているようである②。従って二部門理論

をより現実的ならしめるためには1次でない同次生産関数を仮定した理論を組

立てることが必要であろう。

　もし1次でない同次生産関数を仮定すれば，それは（2），（3）の仮定と両立しな

いことは明らかである。　（次節）また（1），②，（3）のような仮定で規定される完

全競争が現実的でないことも明らかである。故にわれわれは（2）の代りに，非1

次同次生産関数と矛盾しないような仮定（次節（2．2）で規定する不完全競争

の仮定）を取り入れることとする。この仮定は生産費最小の条件を満足する。

　本稿は以上の様な仮定のもとで宇沢（〔7〕），Drandakis（〔9〕）の方法に従

ってこ部門理論を展開するものである。
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⑨　最近の研究としては次のものがある。

　Walters，　A．，“A　Note　on　Economics　of　Scale”，　Reviezv　Of　E’conomicS　and

　　Statistics，　45　（1963），　425－一一427。
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　117－150．

2　仮 定

　　　i　前節で述べた仮定の外に，貯蓄性両は利潤部分に対するものと，賃金部分に

対するものとは必ずしも等しくなく，前者は後者より小さくはないものと仮定

する。その他に関しては前記の諸論文と同様な仮定に従う。

　二部門分割において第1部門は投資財部門を，第2部門は消費財部門を示す

ものとし，それぞれの量に1，2なる添文字を附する。　（ただし，s1，　s2のみ

は例外。）なおすべての量は非負であると仮定する。

記号：

　　Yi＝i部門生産量



瓦＝i部門資本量

L，＝i部門労働量

K＝総資本量
L　＝＝総労働量

非一次同次生産関数

P，＝i部門生産物価格

w＝賃金率

r＝資本利潤率（資本1単位に対する報酬）

s1＝利潤部分に対する貯蓄率

s2＝賃金部分に対する貯蓄率

λ＝労働人口増加率（＝一一定）

μ零資本減価率（＝一定）

F，（瓦，Li）＝i部門生産関数

鳥一薯，ん一砦，碓

ρ一負，ω一夢

fi（々i）＝F（々ゴ，1）

γ一ρ、γ、＋ρ、Y2，ンー芸

，

　　Y
Y，　＝＝T

（491）－3…‘

仮定：

　（1）f‘（lei）は鳥≧0に対して2回連続的徴分可能であって

fi（le）≧0，　fi’（k）＞O，4”（々∫）＜O

fi（0）＝・　O，　fs（・。）＝・・

〃（o）＝。。，f、’（。。）＝o

　とする。

（u）生産関数

　　｝つ＝＝Fl（K，，L‘），（i＝1，　2）・…

　はm次同次関数とする。ただし

・・・・…
　　（2．1）

m＞m．ax　（ni）

　　　i　　／21e
n’＝tt（k，）一一”、i（k）f”（k，

なおm＞ntは第i部門のK、とL、との代替の弾力性が正であることを意
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　味する。　（2．11参照）。

（巫）S，：はパラメーターであって

　　○≦∫¢≦1，　（i＝1，　2），　S1≧S2

　とする。

（IV）Pi，　P2，　r，　wの間には次の関係が成立するものとする。

　　∂Fi∂Fi
　　箏』讐一誘・（f－1・2）…………………（2・2）

　　ただしηはパラメ・一一一タrであって

　　　　0≦Si≦1，0〈m（1一η）≦1

　　であるとする。

　仮定（1）より

　　　舞一鰐一1fi＞・

　　　器一Lザ1（nj’－f！k，）

　　　箒壱一ム7『2fi＜・

　　　謬」譜（m－1）（Mf，・－2f’ki）＋i…k，｝

　　　∂鰐…一君一1（m－－1）イL脚

　　　であって

　　　m≧1なら磐〉・・）∂號、〉・

　　　m＝＝1なら募く・

　　　　　　　　　　1
であるが，他の場合についてはこれらの符号は不明である。即ち労働に対して

は必ずしも限界生産物は漸減しない。また仮定（1）より0＜n，＜1であるか

らmは1でなくともよいが，　1よりあまり小さくないものと考える⑫。仮定

（W）は生産費最小の条件は満足するが，利潤最大の条件は満足しない。（2．2）

はP，wが完全競争仮定の場合（η＝0）よりη×100％だけ低い値に決定され

ることを示すものである。なお仮定（ls「）の最後の関係式は企業利潤が非負で

あるための条件式である。何となれば（2．2）と仮定（9）とより



非一次同次生産関数

　　　　　　舞κ叶器乙　mYi　l
　　　　　　　rKi＋wL、＝γκ＋2〃ム二闘

　　　　　　　　7Ki十wL’
　　　故に　Y，＝　　　　　　　　m（1一ワ）P、

　　　故にY一特

従って仮定（W）より

　　企業利潤＝yL（Kr＋wL）＝Y｛1－m（1一η）｝≧0

（493）　－　 5　一

である。従ってm≦1のときはη＝0（完全競争）も可能であるが，規＞1の

ときは・螺的にη≧㌃1でなけれ1まならないP

　さて以上の関係式から

　　　Kl十K2＝K’・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　一・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　一一　（2二3）

　　　」乙1十」乙2＝L　・・・・・・・・・・・・・・・・…　一・・・・・・・・・・・・・…　一・・。。・・…　　（2．4）

　　　Pl｝「1＝二s1（Y－zvL）十s2wL　 ・一・…
　一一…　。…　一・・・・…　　（2。5）

　　　　　　　　K二Yl一μ弄（…　一・・・・・・・・・・・・・・・・・…　一一・…　。・・。・・・・・・・・…　　（2．6）

　　　」乙＝－NL　 ・・・・・・・・・・・・・…
　一・一・一一・一一・・・・・…　一■・・・・・・・・・…　一一…　　（2．7）

を得る。　（2．1）～（2．7）は12個の変数y∫，茜，L，，　K，　L，　p，　r，　wに関す

る11個の関係式であるが；これらの変数をyi，鳥，　li，　Zel　P，ω，　Lで表わせ

ば，次の10個の関係式となる。

　　　　　m－1m　　　yi＝L　　l，　fi，　　（i’＝1，　2）　・…　一…　一・・・・・・・・・・・・…　6…　　（2．8）

　　　llk1＋12k2＝々・・・・・・・…　一・∵・・・・・・…　i・・…　4－・…　一・一一・・一　（2．9）

　　　11十12＝　1　　・・・・・・・・・・・・・・・・・…　’・・一一・…　。・。・・・・・・・・・・・・・…　　（2．10）

　　　ω＋k，一吟（i－1・2）……t・・………一・……（2・11）

　　　P一穿・（射二！－一・一……………………（2・12）

　　　Y1一毒｛・1（fe＋り一（・r・，）m（1一η）ω｝fi’君一土巴丁1（2．13）

　　　　　
　　　多努一（λ十μ）……一・…一…一…・………（2．14）

　　　　　　　　L＝）し、乙　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　一・・・・・・・・・・・・・…　一・…　i－・…　　（2．15）　・
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（2．8）～（2．13）は静学的体系の均衡条件であり，その場合はkとL’とが独

立変数と考えられ，　（2．14），　（2．15）の動学的均衡条件よりk，Lが定まる

のである。

　①　ただしlimμ戸0とする。またm＜1でも仮定（W）が成立すれば後述の（2．11）
　　　　　　た，→o

　　より

　　　　　器一濃一レ〉・

　　となる。

⑨
　轍髪一・・聯L・・

　　なら　1im　ni＝1，lim　ni＝0

である。また現実的にはmは1よりあまり大きくなくてよい。例えばm＜髄で充分で

あろう。（前節註②参照）

3　静学的均衡　1
本節では（2．8）～（2．13）の静学的均衡の存在について考察する。先づ

　　　zFω＋々，，9＝ω＋le

とおけば（2．9），　（2．10）より

　　　11z1十12z2＝＝Z・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　一・・・・・・・・・・・…　■一・・・・・…　　（3・1）

であって（2．11）より

　　　　多差1一解一号

故に霧「η㌦〉・，σ一1，2）………………・一一（3・2）

　　　　嘉碗饗，，，＞1－・一・一・・……一・………（3．3）

従ってk，とZiとはωの単調増加関数であって，その逆関数もまた単調増加で

ある。従って，賃金率の資本利潤に対する相対的上昇は，各部門で資本の労働

に対する相対的上昇を生ぜしφる。またその逆も成立する。なお明らかに

　　　　　　　　　　　　Iim々ご＝lim　Zi＝0
　　　　　　　　　　　　ω→レ0　　　　ω→O

　　　　　　　　　　　　lim　ki＝　lim　Zi＝。。
　　　　　　　　　　　　ω→レco　　　　ω→〉◎◎
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　次に（2．8），

非一次同次生産関数

（2．13）からYlを消去すると

11一

（495）一一7：一

’　　ただしθ＝（s1－s2）m（1－－V）≦s1…………………………（3．4）

（2．11）から、1・－812言θω……一・…………一一・…（3・5）

である。また（2．10），　（3．1）から

　　　；：二鶉一一一一一（3・’6）

である。故1ご（3．5），　（3．6）より

　　　・－21｛…去1躇綜一…・一一…一…・…（3・7）

従って（3．6）から

　　　；1丞革｝一一一・一一一・一・・一・i4－（3・8），

ただし　　　　A＝・（1－s1）z1十S122

となり，z，11，12はZl，　z2従ってωの関数として表わされる。従ってまた（2．

12）からPはωの関数として，（2．8）から鉛はLとωの関数として表わされ

る。なお（3．5），　（3．7）から

　　　1…（1－8島2＋θω・一・……………一…∵一（3・9）

なる関係も得られる．膿器静，嘉廃　をそれぞれle・・，・、J’，

k’，z’で表わせば（3．7），（3．5），（3．9）から

　　　　＿（s12一θω）z22’十｛1－Sl　2十θω2z2！十θ22－2　A

・・・…
　6・・…　　（3．10）

’友に（3．3）’カ・・ら



一一
　8　－　（496） 第L7巻　　第4・5号

＿Si（1－S1）（z2－21）2十θ（z2－21）｛kl十Sl（z2－2）｝
　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2

故にz2≧a1，即ちん2≧々1（1）なら〆≧1………（3．11）

また（3．7）の両辺をk1，々2，　k2，んで表わせば

ん一婦＋｛3一θ）々＋（1－・1＋θ）々・｝ω＿＿＿（3．12）

　ただしAニ（1－Sl）々1十s2k2＋ω…………………………（3．13）

となる。この右辺をωで微分して整頓すれば

　　　　々’一オ〔（1－－s・）（k・’＋・・一θ）々f＋Sl（kl’＋1－－S・＋θ）k・2

　　　　　　　＋｛291ωk21e1’＋2よ2ω々、le2’・一（1－Sl）（Sl一θ）klk2

　　　　　　　　－s1（1－Sl十θ）klle2｝〕　　　　　　　、

ただしよ1－・1紘よ・＋・1）号

であって

　　　　　91＋よ2＝1，52≦よ1≦Sl，1－・91≦92≦1－32

である。故にα1≦α2なら

　　　　k・一孟〔（1－・・）（k・「＋St－一θ）k・・＋s・（k・’＋1－・・＋θ）’e・2

　　　　　　＋2｛よ、（P、＋P，－1）紬ヨ・）ρ・＋s・（s・一θ）｝fe・列

となる。ただし

　　　　t・i一老・鶉・（i－1，2）・一…………………（3・14）

である。故に（3。3），（3．4）よりα1≦α2，ρ1十ρ2≧1なら，fe　t＞0となる。

従って（3．11）が成立する。全く同様にしてα1≧α2の場合もρ1＋ρ2≧1なら

（3．1Dが成立することが証明できる。故に
　　　le　2≧lk1．。．．．一一．．．．．，．．．．．．．・．・・・・・…　　（3．15）

或は　ρ1十ρ2≧1……・・・……………（3．16）

であれば（3．11）よりz，kはωの単調増加関数である。また

　　　　　　　limle＝limz　＝　O，　lim々＝1imz＝◎o〈）
　　　　　　　ω今0　ω一＞O　　　　　ω今Q°　ω一〉。。
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である。故に経済全体としても，賃金率の資本利潤率に対する相対的上昇は，

資本の労働に対する相対的増加を生ぜしめる。またその逆も成立する。

　（3．15）或は（3．16）が成立していれば，鳥，1，，P，ωはんの関数として一

意的に定まり，．yiはとLとの関数として一意的に定まり，何れもk≧oL≧0に

対して非負である。即ち（3，15），　（3，16）の何れかが成立すればk，Lの

任意の値に対して唯一つの静学的均衡が存在する。その場合Yl，　Y2以外の変

数はLの値に無関係である。なおy1，　y2の値がLの値に無関係なのはn？＝1

の場合のみであり，increasing　returnのときはLの増加（ただしk＝const

とする）は1人当りの生産量pt1，　Y2を増加させ，　decreasing　returnのとき

はッ1，y2を減少させる。

　①恒等的にle　1＝k2となることはないものと仮定する。

4静学的均衡｝II
　本節では々以外の1つ変数とLとが独立変数と考えられる場合についての均

衡を考察する。まず前節からして，ω，L（或はk1，　Lまたは々2，　L）の任意の

値に対しても唯一つの均衡が存在する。

　〔1〕相対価格

　（3．1）の両辺をωで微分した式と（3．10）とより

　　　　農一1－…………………（4・1）

を得る。また（2．11）より

　　　　か響

故に讐一麹寄
　　　　　　　一髪（a’i　一一　1）砦

　　　　　　　一二髪柳一1）詳………・・一……………（4．2）

故に（2．12）より

　　　禦一鴎一診＋（m－1）傷葺）

　　　　　　　＋（M－－1）塩｛難
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（3．8）より一穿か　1）θ（z・2雛蕩ω一」・z幽

（3．7），（3．1。）より一甥繁・＋警

とおけば

　　　　謡一禦＋甥鵬ll｛σ）…………〈4・3）

故に

　（／）m＝1またはS1　＝＝　S2のときは

　　　k、≧klなら一藷≧・

（u）le，≧1・、で（m－1）（・－1）≦・のときは髪£≧・

？．9　k，≧k，で（m－－1）（・－1）≧・のときは幕・

である。なお（3．10），（3．7）から

　　　　〆一糸去｛」・2・（・・ノ舟）＋1・2・（・・’一誓）｝…（4・4）

であるから讐藷一・’とおけば

　　　の……1，　（∫＝1，2）に従ってa！1

である。以上より（d），（ロ），（A）の何れかの場合には，P，　Lの任意の値に対して

唯一つの均衡が存在する。　また賃金率の資本利潤率に対する発対的上昇は，

（イ），（口）の場合は投資財に対する相対価格を上昇せしめ，（ハ）の場合は相対

価格を下落せしめる。またそれらの逆も成立する。

　〔ll〕生産量

　　（2．8）から五をパラメーターと考えれば

　　　　難考嘉＋麹

　　　　　　　一m（融＋2｛素’）・・………………’〈4・6）

　　　　　　　dll＿SIZノー一一　e　一　1121ノ

　　〈3。5）から石「－　　　z1
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故に禦L翅s響1……一・一一一……（4・7）

もしa≧1なら

　　　　　　　　　　　　　（り　　　　　　　藩≧彿s響

　　　　　　　　　　＿鋭（・rω）＿～璽＞o

　　　　　　　　　　　　ω91　　　ω21

全く同様にしてa≧1なら

　　　糞砦≧鵠〉・…一……・…一…・………・・6（4・8）

となる。更にY2については（3．9）より

　　　　　　　　　需一（1－一　S1）4’fi：e－一　12z2ノ

故にもし々2≧k1であれば（3．11）より

　　　　　　　　　嘉≧（1－s・）麦θ一♂222’

故に（4．6）より

　　　欝≧（レs1，毒θ弘

（3．6）より一（1－s・） 鴇一々・＋θ々2≧。………（4・9）

従ってo≧1ならY1，　J・或はY2，　Lの任意の値に対して唯一つの均衡が存在す

る。またk2≧ん1のときはY2，　Lについて同様な命題が成立する。それらの場

合，賃金率の資本利子率に対する相対的上昇は各部門の生産量を増大せしめ

る。

　〔3〕実質国民所得

　実質国民所得y／P2について考えるに第2節より

　　　　　　　　K　　ω
　　　　　1Y　τ＋7　　r＿k＋ω∂F2
　　　　瓦τ＝薦）’あ一ma2　・t

故に毒一fif・’1劉〃－1－…………………・…一（4・1・）

故にゐをパラメーターとしてωで微分すれば
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　　　　器1・9（謝÷41辮’＋（－1法艶

（4・21）より一ζ÷吻一1）（毒需＋2・lr1）……（4．11）

故にa≧1であれば（4．7），（4．8）と同様な計算により，

　　　　　　　晶1・9㈱≧場＋（m－1）鑑

　　　　　　　　　　　　　＿．塑a＞o

　　　　　　　　　　　　　　ωz2

またk2≧々1，　m≧1であれば（4．9）と同様な計算により

　　　轟1・9㈲≧去÷吻一1）（響・≧・

故に　曾）71Z≧1，々2≧kl

　　　（ロ）a≧1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9
の何れかであれば賃金率の資本利潤率に対する相対的上昇は実質国民所得を増

大せしめる。

　なお第1部門と第2部門との生産高の比PIY1／P2Y2に関しては（4．6），

（4．3）より

　　　　轟1・9（蜘一駕一…一・一…………（4．12）

を得る．さて争諮一・とおけば

　　　ρ睾1に従ってλ萎1…………一・一……（4．13）

であるから①，s1　’￥　s2のとき，ρ華1即ち資本と労働との代替の弾力性が1よ

り大きい（等しい，或は小さい）ときは，ωが増大すれば資本財生産額は消費

財生産額に比して増大（不変，或は減小）する。またSl＝s2のときは両者の

比は不変である。

　　　　　　①σ一1・・t／Zi－2－t？’le”e一与（“’－1）

　　　　　　　　　5比較静学的考案

　第3，4節で静学的均衡が存在することが明らかとなったが，mの変化がそ

の均衡体系にどのような影響をあたえるかを比較静学的に考察したい。前節ま

での方法に従ってωが一定であるときmが変化した場合の他の変数の変動を



非一次同次生産関数 （501）　一一　13　一

考えることとする。まず（2．11）から

　　　霧一秀畷藷

（3・2）とより藷一一多一甥響r静‘＜・………（5・1）

また明らかに

　　　　璽＿巫＿＿＿＿＿．．．＿＿＿＿＿・一……（5．2）
　　　　dm°t　dm

次に（3．7），（3．5），（3．9）より

　　　島一戦1鵡一響塑く・…（5．3）

（3．6），　（5．3），　（5．1）　より

　　　舞一澁r〔s・（1－s・）・（k・t－le・’）＋e・・｛（1・一・・）le・1＋s・le2ノ｝〕

　　　　・・ndl　s・1…々・1－（1－s・）1…k・1｝…一…（5・4）

故にk，・≧k、’なら藷≧・である．

　　　　（2．12），（2．11）から

　　　　P・一（f2．三L22f1）（弁）∵

また（5．1），（5．2）から

　　　　　　　　議1・9（毛）一一一ZZ！fi－Llk・t，

　　　　　　（2．1・）から論・9（箸）一塩告

故に（5．4）から

　　　警一一初売1媚剛塩雅＋1・9（互，ll、）

　　　　　　一（雛11・々・t＋1・々・’1＋1・9（12T，）……（5・5）

故にωm？＝　1，　．1・≧1・なら艦≧・

　　　（u）－m≦1，1函なら艦≧・
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である・特lc・m一域は・1－・・なら1・婁1・縦って霧華・である。

　終りに（2．8）から

讐一々陽濫＋1・91・五一…・……一一（5．6）

また（4．10），（2．11）から

毒一髪1ダ｝ガー1

・・
（5．7）

故に義1・g㈲一一午酬㌘齢＋÷嘉＋1・gL

　　　　－一ζ響（111e1’→－IL・　k2’）＋1・9〃…（5・8）

　以上（5．1）～（5．8）から次のような結論を得る。賃金率の資本利潤率に対

する比率が一定であるとき，mが増大すれば即ち両部門の同次生産関数がde－

creasing　returnからincreasing　．returnの方向へ移動すれば，

　（／）各部門の（従って全経済の）資本は労働に対して相対的に減少する。

　（ロ）k2’〉々1’即ち資本のωに対する変動率が投資財部門に比して消費財部

門の方が大であれば，消費財部門の労働量は資本財部門に比して相対的に増大

する。

　の　変化前の経済がconstant　return　increasing　returnであって，

消費財の方がより多くの労働量を吸収していれば，　投資財の相対価格は上昇

し，変化後の経済がconstant　returnかdecreasing　returnであって，

投資財部門の方より多くの労働量を吸収していれば，投資財の相対価格は下落

する。

　以上はmの変化の影響であるが，S1，　S2，η，或はS1－S2についても同様に

考察することができる。結論だけをのべれば，ω＝一定のとき，Sl，　s2，ηの

増大はg1，　z2，2，12，　Y2を減少せしめ，1・1，　Ylを増大せしめる。また初i華1に

従ってPを減少，不変，増大せしめ，MZ…菱91に従ってy／P2を減少，不変，増大

せしめる。
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　　　　　／
①　limni＝　O，1im孟1…有限≠0であればω→r＞・のとき（5。7）はlogLiに収束す

　　　e”c・　　　ωゆ。。z2

　る。従ってωが大きければ，dy／dm＞0である。

②limni＝＝　O，1im三Lコ有限≠0であればω→・。のとき（5．8）はlogLに収束する。
　　　ω→四　　　ω→・。22

従って・が大きければ4霧（YP・）〉・である・

　　　　　　　　　　　　6　動学的均衡

本節では（2．14）の均衡径路！こついて考える。　（2．14），（2，15），（2．8）よ

り

　　　　　　　　÷φ（k）eN（M　’一　1）t－（λ＋μ）・一一………………・一……………（6・1）

ただしφ（le）」学乙3二1・・…一・一一一…・・一…（6・2）

である。Loはt＝o’におけるLの値を示す。なお以後λキOと仮定する。さて

　　　　dl°象々）一（雑＋雑・う一炉

　　　　　　　　一翅s響1一炉

　　　　　　　　一勉｛響一去擁＋伽一i）炉

　　　　　　　　一一m｛（s鍋罐ノ＋x≒7，k、・＋ak’］

　　　　　　　　　　＋（M－1）去kノー・一・・一…一一（6・3）

となる。或は

　　　　雑一一物｛（31一砦一D周柳一1）幕…（6・4）

故に（6．3），（6．4），（4．13）より

　　9）m≦1，々2≧k1
　　但瞬≦1，。≧1…””’”…’”……’°°”（6・5）

の何れかが成立す繍馨）＜・筋る・

　次にle2≧k　lなら（3．8）より
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　　　ll≧　 1：9≡…1奎21……肇自』122≧Sl－一（s・L－一一s2＞（1「…毒z）∫沙

　　　　≧s1－（s1－s2）＝＝s2

故に（3．5），（2．11）よりk2≧klなら

　　　　φ（k）一バー1（s12毒θω）争琴一1

　　　　　　　＝ぺ一1（s・，・　一　e　（v）謡乙3－1

　　　　　　≧s2　m－1　｛slle＋（s－e）ω｝羨乙1こ『1

　　　　　≧・・皿鶉・・ム儲『・

故に卿（le）－1卿（k）一・・・…一………・一・一…（6．6）

また　ゐ2≧k1なら（3。6）よりk≧飯だから

　　φ（k）≦乙跨≦L鴫

故に仮定（Dからfi（々1）は凸関数だから

　　　蝕φ（k）一・……一・・一……一…・…………（6．7）

次に

　　　　　　¢（t）＝φ（k）e）L（M7’1）t

とおけば（6．1）から

　　　fti・9ψ（t）一粛・需・差｛ψ（t）一（X＋μ）｝＋X（m－1）…（6．8）

m＝＝1の場合は（6．5）の条件が成立すればlimkは単調にある有限値に収束す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　t－〉eo
ることは明らかである①。　（宇沢〔7〕，Drandakis〕9〕）鋭キ1の場合は

　（4）limk＝有限値≒○ではあり得ない。何となれば
　　t→oo

　　　　　　　　li虻い一1）一｛£：鋼

であるから（6．1）から

　　　1酬二（，L’＋μ）：凋｝…・一一・一・（6．9）



非一次同次生産関数 （505）　－　17　一

となるからである。

　（ロ）z2≧21なら，　m＜1ではlimk＝。cではあり得ない。またm＞1ではlim々
　　　　　　　　　　　　　　る　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　　co

＝Oではあり得ない。理由は（6．7），（6．6）から（6．9）が成立するからである。

　Qx）limkは振動しない。何となれば（6．8）よりk＝0のときはm〈1なら
　　　t→　oo

¢（t）＜0である。従って々の符号はtと共に正より負に移り，kはその点で極

大となり，決して極小となることがないからである，まic　m＞1の場合も同様

にしてk＝・　oのときは必ず極小であるからである。

以上よりll鱒一1器到　　・

である。従って，論が有限値（キO）に収束するものは窺＝1またはλ＝＝　Oの

場合に限る。m≒1，（λ≒O）のときはk2≧k1であっても経済は累積的に縮

少または拡大する。

　③λ＝0のときも同様にlimkは単調にある有限値（≒○）に収束する。
　　　　　　　　　　　　iC←co

補論　CES生産関数について

　二部門分割モデルについての生産関数の拡大は以上の通りであるが，最後に

CES生産関数について考えて見たい。　C　E　S生産関数はArrow，　Chenery，

Minhas，　Sdowの4人によって提唱されたものであるが⑦，統計的な研究の

結果として，），ieu＝∂凡／∂Liとの間に②

　　　logyi＝ai十bilogu，　（ai，　bzはconst　．　b・d＞0）　…………　（7．1）

なる関係が成立するという仮定，即ち．ytの％に対する生産弾力性が一定である

という仮定と，生産関数が一次同次式であるという仮定とからCES生産関数

炉（　　　　　　　　
β、だ、δ‘＋ツ戸…・…i・・一…一…一・………（7・2）

　　　　　　　　　　　　　　bi，　ai一去一1ただしS，一・・n・い一（法）

が導かれている。そしてそれがconstant－elasticity－of－substitutionであ

る理由は，生産関数の1次同次性が仮定されているため，b、が資本と労働との

代替弾力性ρ・一号藷に乳くなるからである・しかしながら生醐数の

非一次同次性を仮定するとb，＝ρ、は成立せず，y、の生産弾力性一定という仮
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定と，資本と労働との代替弾力性一定という仮定とは異なった意味を持つこと

となる。以下それを示す。ただしi部門だけの聞題である故に，．y・i，島，の，

a，；，防等はその添文字を落してy，k，ρ，　a，δ等にて表わすおととする。

（・）生産弾力麟£一・・とこくとき・先づ・・一・であればm＝＝　1か・

f（々）＝・　・4k，　（A　＝＝　const）かである。また逆も成立する。何となれば，

　　　　謬藷7論…一（7・3）

また（3．2）から

　　　　ρ；纏一｛網沸≡ア｝一・・一・……（7・4）

であるから伽醤ρであれば

　　　伽一1）プ’（f－　kf　t）＝O

f’　－i　oであるから，〃’＝1か，／’＝Ak，（A＝　const）かとなる。逆が成立する

ことは明らかである。

　なおf（k）＝A々は本論第2節の仮定〔1〕を満足しないから，仮定〔1〕の

もとではρy＝ρの必要十分な条件はm＝1である。

　（ロ）ρv＝　const＝b，（b＞0）の場合の非一次同次生産関数は0キ1なら

　　　　　　　　　　　＿！
　　　　ノ（le）＝＝（βk－mδ十γ）δ・・一・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　一・・・・・・・・・…　　（7．5）

ただしβ・・は・・n・tでありδ一一
1”’T　i

であり，b＝1なら
　　　f（k）＝＝　Ckm－P，　　（C，　∠）＝二const．）　・・’・・・・・・・・・・・・…　　（7，6）

である。何となればOy＝：bより

　　　y＝＝aub，　　（a＝const．）

（2．8）　よりi攻壱こ　③

　　　　　　　　　置｝L姻∫－kf・拶　1）b

　　　　　　故に・一（羅半め

とおき変形すれば　　’、

　　　　穿一ノ論う……一一・一一…一・一（7・7）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
故1・δ一一一一1≒・・即ちbキ1なら（7・7）より　、

　　　　k・δ一轟，（B－・・n・t）

これより　　　　　　1
　　　　ノ＝（β1ゼ飢δ＋rソ）一s

ただしβ霧ツー£

を得る。なおb　・－1の場合は（7．7）から直ちに（7．6）を得る。

　の　ρ＝const＝b，　（b＞0）の場合の非一次同次生産関数は∂キ1なら

　　　　　　　　　　　れ　　　ノ（k）＝（βk一郎ッyπ∴…・・…一・…………・・…・………　（7．8）

ただし・β・・は・・n・tでありδ一一計1
であり，b＝1なら，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　　　　　　　ユ　
　　　ノ（k）一・Cki＋D（σ，　D－c・nst）…一…・一一・（7・9）

　　　　　　　　　，

である。何となればρ＝bより，

　　　k＝：αωδ，　　（a＝＝const）

（2．11）　より

　　　　　　　　餅ゐち一物を々

故に　　D＝＝（詳

とおけば

　　　嘉一ゐ轟）……………・・………・………・一（7・1・）

撚δ一ナー1≒・即ち∂≠1なら

　　　　　　　　　fh．．Ble（1＋Dle・減（B－・・n・t）

　故に　　　　　β’δ・＝β，β’δZ）＝＝γとおけば

　　　　　　　　　∫＝＝（βkジδ＋v　）’青の

またb＝1なら（7．10）から直ちに（7．9）を得る。
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　以上（4），（v），のよりm≠1のときはCES生産関数を一意的に定義すること

はできない。文字通りのCES生産関数の拡張は（7．8）であるが，前記4人の

論文の主旨にそっての拡張は（7．5）であるQ”。なお（7．6），（7．9）はCobb・－

Douglas型の生産関数であり，　m≠1の場合もb＝1であれば拡張された関数

はCobb－Douglas型の生産関数となる⑤。

①Arrow，　K．J．，　Chenery，　H．B．，　Minhas，　B．S．，and　Solow，　R．M．，“Ca－

　pital－Labor　Substitution　and　Economic　Efficiency”，　RevsJew　of　Economics

　and　Statistics，　43　（1961），　225－－250．

②以下記号は前節までのものに合わしてあるから前掲論文の記号とは異る。

③今はi部門のみを考えているから，i部門での労働者数のみが問題である故li＝1

　とおく。従ってア＝伊一ザ（k）となる。

④（7．5）のとさは生産関数は

　　　　　　　　　　　　Pt　m　　　　　　Y＝＝（β蒜ナ

　となり，　（7．8）のときは

　　　　　　　　　　K7MLn　”
　　　　　　y』　　　　　　　　（βL6＋rKδ）1『

　となる。

⑤Pv・・＝・・（≒O）の必要十分条件は〃3躍1かρ＝1が成立することである。そのこと

　はα）でf（k）＝＝　Akならρ＝1となることと，ので（7．9）が成立するとさはm＝1また

　はp・＝＝1となることより証明できる。


